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会社の新株予約権等に関する事項

第52回新株予約権
新株予約権の数（個） 100
新株予約権の目的となる株式の
種類、内容及び数（株）

普通株式 10,000

新株予約権の払込金額
新株予約権と引き換えに金銭の払込みを要
しない

新株予約権の行使に際して出資
される財産の価額

1株当たり1,699円

新株予約権の行使期間 2023年9月21日から2025年9月20日まで

使用人等への交付
状況

当社使用人
新株予約権の数  　　　　　　100個
目的となる株式 　　　　　10,000株
交付対象者数   　　　　　　　　１名

（1）当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付

された新株予約権の状況

　該当事項はありません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人または当社子会社の役員及び

使用人に対し交付した新株予約権の状況

（3）その他新株予約権の状況

　該当事項はありません。
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会計監査人の状況

（1）会計監査人の名称

　太陽有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人としての報酬等

①　公認会計士法第２条第１項の業務の報酬等の額　　　　　　　　65,000千円

②　公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額　　　－千円
（注）1. 監査委員会は、取締役会、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報

告の聴取を通じて、会計監査人が提出した監査計画の妥当性や適切性等を確認し、監
査時間及び報酬単価といった算出根拠や算定根拠を精査した結果、当該報酬は適正で
あることを確認のうえ、報酬等に同意しております。

2. 当社は会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、当事業年度に係る会計監査
人としての報酬額にはこれらの合計額を記載しております。

（3）当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の

合計額

202,620千円

（注）　当社の重要な子会社のうち在外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士

または監査法人（外国におけるこの資格に相当する資格を有するものを含む）の監査を

受けております。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

①　監査委員会は、会計監査人が、会社法第340条第１項各号に定める事由に該

当すると認められる場合には、監査委員全員の同意により、会計監査人を解任

します。

②　監査委員会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難であると認め

られる場合、その他必要と判断される場合には、会計監査人の不再任に関する

議案の内容を決定し取締役会に提出します。

（5）会計監査人との責任限定契約に関する事項

　該当事項はありません。

（6）会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に関する事項

　当社の会計監査人は、2023年12月26日付で、金融庁から契約の新規の締結に

関する業務の停止３か月（2024年１月１日から同年３月31日まで）の処分を受

けました。
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業務の適正を確保するための体制及び運用状況

［体制］

（1）執行役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

① コンプライアンス体制に係る規程を制定するとともに、執行役及び従業員が

法令・定款・社内規程・企業倫理を遵守した行動をとるための行動基準を定

め、規範とします。また、その徹底を図るため、総務部においてコンプライ

アンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部を中心に職員教育等を

行い、コンプライアンスの状況を監査します。これらの活動は定期的に取締

役会及び監査委員会に報告されます。当社の事業活動又は取締役及び従業員

に法令違反の疑義のある行為等を発見した場合、速やかに社内に設置する窓

口に通報・相談するシステムを整備しております。

② 執行役は、職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するために各分

掌に従い、担当する部署の内部統制を整備し、必要な諸規則の制定及び周知

徹底を図るとともに、「取締役会規程」を遵守します。

③ 取締役会が選定する内部監査人は、「内部監査規程」に従って監査を実施

し、社長・CEO宛に改善の勧告を行っております。

（2）執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

　「文書保存管理規程」に従い、執行役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的

媒体（以下、文書等という。）に記録し、保存します。取締役会が選定した内部

監査人は、文書保存管理規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものと

します。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　ビジネスマネジメント部門担当取締役を全社のリスクに関する統括責任者とし

て任命し、ビジネスマネジメント部において当社グループ全体のリスクを網羅

的・統括的に管理します。新たに発生したリスクについては速やかに担当部署を

定めます。ビジネスマネジメント部がグループ各部門毎のリスク管理の状況を監

査し、その結果を定期的に内部監査人、ビジネスマネジメント部門担当取締役及

び取締役会に報告し、取締役会において改善策を審議・決定しております。
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（4）執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　以下の経営管理システムを用いて、執行役の職務の執行の効率化を図っており

ます。

① 職務権限・職務分掌を定めるものとして「組織規程」を制定

② 執行役並びに執行役員を構成員とする経営会議の設置

③ 経営会議及び取締役会による中期経営計画の策定、中期経営計画に基づく部

門毎の業績目標と予算設定、月次・四半期業績管理の実施

④ 経営会議及び取締役会による月次業績のレビューと改善策の実施

（5）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正性を確保するための体制

① 当社及び子会社における内部統制の構築を目指し、当社グループ全体の内部

統制に関する内部監査人は取締役会が任命し、当社及び子会社間での内部統

制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われるシ

ステムを含む体制を構築するとともに「関係会社管理規程」を制定しており

ます。

② 当社執行役及び子会社の社長は、各部門の業務執行の適正を確保する内部統

制の確立と運用の権限と責任を有しております。

③ 内部監査人は、当社及び子会社の内部監査を実施し、その結果を社長・CEO及

び(1)の担当部署及び(3)の責任者に報告し、(1)の担当部署は、必要に応じて

内部統制の改善策の指導、実施の支援・助言を行います。

（6）監査委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項並びにその使用人の執行役からの独立性に関する事項

　監査委員会からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合、監

査委員会の職務を補助する組織を設置し、専任する職員を置きます。監査委員会

より監査業務に必要な命令を受けた職員は、その命令に関して、取締役、ビジネ

スマネジメント部部長等の指揮命令を受けないものとします。
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（7）執行役及び使用人が監査委員会に報告するための体制その他監査委員会への報

告に関する体制及びその他監査委員の監査が実効的に行われることを確保する

ための体制

　取締役会及び使用人は、当会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見

したときは、直ちに、監査委員に当該事実を報告するものとします。なお、当該

報告をしたことを理由に不利益な取り扱いをすることを禁止します。

　監査委員は取締役会、経営会議等の重要な会議に出席することができます。監

査委員会は会計監査人及び財務経理部から定期的に報告を受け、財務報告の適正

性について確認ができる体制をとります。

　監査委員会と代表執行役社長との間で定期的に意見交換を実施することとして

おります。

（8）監査委員会の職務の執行について生ずる費用に関する事項

　取締役は、監査委員会が監査の実施のための費用を請求する時、当該請求に係

る費用が監査委員会の職務執行に必要でないと認められる場合を除き、これを拒

むことはできないものとします。

［運用状況］

　上記に掲げた内部統制システムの施策及び規程に従って、具体的な取り組みを

行うとともに、内部統制システムの運用状況について重要な不備がないかモニタ

リングを常時行っております。

　ビジネスマネジメント部において、コンプライアンスへの理解を深め、健全な

職務執行を行う環境を整備するために、情報セキュリティ、インサイダー取引防

止及び財務報告に関する教育及び研修を実施しております。

　内部監査人は、社内各部署及び当社グループ各社が、法令、定款、社会規範、

社内規程等に従い適正な企業活動を行っているか、また、業務フローにおいて適

切な牽制が働いているか否かを、監査委員会との相互協力の上、書類の閲覧及び

実地調査により確認しております。また、内部監査人は、適宜複数の部署及び当

社グループ各社に対して内部監査を行い、内部監査報告書を作成し、社長・CEO宛

に報告を行っております。
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結計算書類の作成基準

　連結計算書類の作成にあたっては、会社計算規則第120条第１項に基づき、国際

会計基準（以下、「IFRS」）に準拠し作成しております。

　なお、同項後段の規定により、IFRSで要請されている記載及び注記の一部を省略

しております。

２．連結の範囲に関する事項

　すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　　17社

連結子会社の名称　　上海ジェノミクス有限公司

上海ジェノミクステクノロジー有限公司

北京コンチネント薬業有限公司

Continent Pharmaceuticals Inc.

BJContinent Pharmaceuticals Limited

GNI Hong Kong Limited

Cullgen (Shanghai), Inc.

上海リーフ国際貿易有限公司

GNI USA, Inc.

Berkeley Advanced Biomaterials LLC

Berkeley Advanced Biomaterials Inc.

Continent Pharmaceuticals U.S., Inc.

Cullgen Inc.

マイクレン・ヘルスケア株式会社

Berkeley Biologics LLC

Gyre Therapeutics, Inc.

Voyagers Capital Parters I L.P.

３．持分法の適用に関する事項

持分法適用会社の数　　　２社

持分法適用会社の名称　　OsDerma Medical, Inc.

    Shanghai JIUCE Medical Device Technology Co., Ltd

４．連結の範囲又は持分法の適用範囲の変更に関する注記

(1) 連結の範囲の変更
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　2023年３月３日に、GNI Tianjin Limitedは上海ジェノミクス有限公司に吸収

合併されたため、同社を連結の範囲から外しております。

　2023年９月11日に、Berkeley Biologics LLCを100％子会社として新規設立し

たため、同社を連結の範囲に含めております。

　2023年10月30日に、旧CBIO（現Gyre Therapeutics, Inc.）が発行していた優

先株式を普通株式に転換したこと、CPI等の株式を現物出資したことにより、そ

の議決権の85.26%を獲得したため、同社を連結の範囲に含めております。

　2022年２月28日に、Voyagers Capital Parters I L.P.を投資会社として新規

設立し、投資会社とみなしておりました。2023年12月31日時点でその議決権の

78.93％を獲得したため、同社を連結の範囲に含めております。

(2) 持分法の適用範囲の変更

　2023年９月11日に、Shanghai JIUCE Medical Device Technology Co., Ltdへ

の投資を行い、その議決権の30%を獲得したため、同社を持分法の適用範囲に含

めております。

　2023年10月30日に、旧CBIOの議決権の85.26%を獲得したため、同社を持分法の

適用範囲から外しております。

５．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は12月31日であり、連結決算日と一致しております。

６．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　金融資産

　金融資産は、契約条項の当事者となった場合に認識しております。営業債

権及びその他の債権については、これらの取引日に当初認識しております。

当初認識時において、金融資産をその公正価値で測定し、金融資産が純損益

を通じて公正価値で測定するものでない場合には、金融資産の取得に直接起

因する取引費用を加算しております。

　負債性金融商品

償却原価で測定する金融資産

　負債性金融商品としての金融資産は、以下の要件をともに満たす場合に償

却原価で事後測定しております。

・当社グループのビジネスモデルにおいて、当該金融資産の契約上のキャ

ッシュ・フローを回収することを目的として保有している場合

・契約条件が、特定された日に元本及び元本残高に係る利息の支払いのみ

によるキャッシュ・フローを生じさせる場合

　当初認識後、償却原価で測定する金融資産の帳簿価額については実効金利
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法を用いて算定しております。

　資本性金融商品

公正価値で測定する金融資産

　資本性金融商品については、公正価値で測定し、その変動を純損益を通じ

て認識しております。

②　棚卸資産

　棚卸資産は取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い額で測定しており

ます。

　取得原価には、購入原価、加工費及び棚卸資産が現在の場所及び状態に至

るまでに発生したその他のすべての原価が含まれております。正味実現可能

価額は、通常の事業の過程における見積売価から、完成に要する見積原価及

び販売に要する見積費用を控除して算定しています。棚卸資産の原価は、主

として移動平均法により算定しています。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　有形固定資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計

額及び減損損失累計額を控除した金額で測定しております。取得原価には、

資産の取得に直接付随する費用、解体・除去及び設置場所の原状回復費用の

当初見積額を含めております。

　減価償却費は、償却可能価額を各構成要素の見積耐用年数にわたって、定

額法により算定しております。減価償却費の算定で使用されている見積耐用

年数は以下のとおりです。

・建物及び構築物：３～39年

・機械及び装置：６～15年

・車両運搬具：４～５年

・工具、器具及び備品：３～10年

・使用権資産：２～５年

　資産の減価償却方法、見積耐用年数及び残存価額は各年度末に見直し、変

更がある場合には、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しま

す。

②　無形資産

　個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しており、企業

結合において取得した無形資産の原価は、取得日現在における公正価値で測

定しております。当初認識後の測定には原価モデルを採用し、取得原価から
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償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で測定しております。

　無形資産は、経営者の判断に基づき使用可能となった時点から償却を開始

しております。償却費は、償却可能価額を各構成要素の見積耐用年数にわた

って、定額法により算定しております。

償却費の算定で使用されている主な見積耐用年数は以下のとおりです。

・ソフトウエア：５年

・顧客基盤：25年

・ブランド：20年

　資産の償却方法、見積耐用年数及び残存価額は各年度末に見直し、変更が

ある場合には、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用します。

研究開発費の処理

　研究活動のための支出は、発生した期間の費用として認識しております。

　開発（または内部プロジェクトの開発局面）における支出は、以下のすべ

てを立証できる場合に限り資産として認識することとしており、その他の支

出はすべて発生時に費用処理しております。

・使用又は売却できるように無形資産を完成させる技術上の実行可能性

・無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却する意図

・無形資産を使用又は売却する能力

・無形資産が可能性の高い将来の経済的便益を創出する方法

・無形資産の完成、それを使用又は売却のために必要となる財務上及びその

他の資源の利用可能性

・開発期間中の無形資産に起因する支出を信頼性をもって測定できる能力

(3) のれんに関する事項

　のれんは、取得原価から減損損失累計額を控除して計上しております。のれ

んを企業結合のシナジーから便益を得ると見込まれる資金生成単位に配分し、

毎年一定の時期及びその資金生成単位に減損の兆候があると認められた場合に

はその都度、減損テストを実施しております。減損テストにおいて資金生成単

位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、その帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、差額は減損損失として純損益で認識しております。

(4) 金融資産の減損に関する事項

　当社グループは、償却原価で測定する金融資産については、予想信用損失に

対する貸倒引当金を認識しております。報告日ごとに各金融資産に係る信用リ

スクが当初認識時点から著しく増加していない場合には、12か月の予想信用損

失を貸倒引当金として認識しております。一方で、当初認識時点から信用リス

クが著しく増加している場合には、全期間の予想信用損失と等しい金額を貸倒
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引当金として認識しております。

　信用リスクが著しく増大しているかどうかは、報告日ごとに当初認識以降の

債務不履行の発生リスクの変化に基づいて判断しており、信用リスクが著しく

増加しているか否かの評価を行う際には、期日経過情報のほか、財務情報等の

当社グループが合理的に利用可能かつ裏付け可能な情報を考慮しております。

ただし、営業債権については、信用リスクの当初認識時点からの著しい増加の

有無にかかわらず、常に全期間の予想信用損失と等しい金額で貸倒引当金を認

識しております。

　なお、金融資産に係る信用リスクが報告日現在で低いと判断される場合に

は、当該金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していないと

評価しております。

　当該金融資産が信用減損金融資産であるかどうかは、債務者による支払不履

行又は滞納、当社グループが債務者に対してそのような状況でなければ実施し

なかったであろう条件で行った債権の回収期限の延長、債務者又は発行企業が

破産する兆候、活発な市場の消滅等により判断しております。

　予想信用損失は、契約に従って企業に支払われるべきすべての契約上のキャ

ッシュ・フローと、企業が受け取ると見込んでいるすべてのキャッシュ・フロ

ーとの差額を当初の実効金利で割り引いたものをそれぞれの債務不履行発生リ

スクでウェイト付けした加重平均として測定しております。

　ある信用減損金融資産の全体又は一部分の将来の回収が現実的に見込めず、

すべての担保が実現又は当社グループに移転された時に、直接減額されます。

減損損失認識後に減損損失を減額する事象が発生した場合は、減損損失の減少

額（貸倒引当金の減少額）を純損益で戻し入れております。

(5) 非金融資産の減損に関する事項

　当社グループは、期末日において、有形固定資産及び無形資産が減損してい

る可能性を示す兆候の有無を検討しております。

　減損の兆候がある場合には、回収可能価額を見積っております。また、耐用

年数を確定できない、もしくは未だ使用可能ではないその他の無形資産につい

ては、減損の兆候の有無にかかわらず毎年一定の時期に減損テストを実施して

おります。

　回収可能価額の見積りにおいて、個々の資産の回収可能価額を見積もること

ができない場合には、その資産の属する資金生成単位の回収可能価額を見積も

っております。資金生成単位とは、他の資産又は資産グループからおおむね独

立したキャッシュ・イン・フローを生み出す最小単位の資産グループをいいま

す。

　回収可能価額は、処分費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方で

算定しております。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは
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評価日における貨幣の時間価値及び当該資産に固有のリスクを反映した割引率

を用いて現在価値に割り引いております。

　資産又は資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、その帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、差額は減損損失として純損益で認識してお

ります。

(6) 短期従業員給付に関する事項

　短期従業員給付については、従業員が会社に勤務を提供したとき、当該勤務

と交換に支払うことが見込まれる金額を割り引かずに費用として認識しており

ます。

(7) 収益の計上基準

　当社グループは、IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」に従い、以下

の５つのステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：企業の履行義務の充足時に収益を認識する

　当社グループは、医薬品及び医療機器の販売を行っております。このような

販売については、顧客へ製品を引き渡した時点で、製品への支配が顧客に移転

し、一時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しており

ます。

　製品の販売から生じる収益は、販売契約における対価から販売数量や販売金

額に基づくリベートや値引きなどを控除した金額で算定しております。

　製品の販売契約における対価は、顧客へ製品を引き渡した時点から主として

１年以内に受領しております。なお、重大な金融要素は含んでおりません。

　ライセンス契約に基づく収益は、関連する履行義務の内容に応じて、一時点

又は一定の期間にわたり 認識しております。

(8) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

②　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　当社グループの連結計算書類は、当社の機能通貨である日本円で表示して

おります。また、グループ内の各企業はそれぞれの機能通貨を定めており、

各企業の計算書類に含まれる科目はその機能通貨を使用して測定しておりま

す。
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　外貨建取引は、当初は取引日における為替レートにより計上しておりま

す。

　外貨建の貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートにより円貨に換算

し、その換算差額は当期の純損益として認識しております。

　在外営業活動体の資産及び負債は期末日の為替レートにより、収益及び費

用は取引日の為替レートに近似する平均レートにより、それぞれ円貨に換算

しており、その換算差額はその他の包括利益を通じて認識しております。

　在外営業活動体を処分する場合には、当該営業活動体に関連する累積換算

差額を処分時に純損益に振り替えております。

７．重要な会計上の見積りに関する注記

　IFRSに準拠した連結計算書類の作成において、経営者は会計方針の適用並びに資

産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を設定する

ことが義務付けられております。実際の業績はこれらの見積りと異なる場合があり

ます。

　判断、見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見

積りの見直しによる影響は、見積りを見直した会計期間及び将来の会計期間におい

て認識しております。

　重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断については、現時点で入手し得る最

新の情報に基づいて行っております。

　当社グループの連結計算書類に重要な影響を与える可能性のある、会計上の判

断、見積り及び仮定は以下のとおりであります。

(1) 非金融資産の減損

　当社グループは、非金融資産の減損について、（６．会計方針に関する事

項）に従って、減損テストを実施しております。減損テストにおける回収可能

価額の算定において、将来のキャッシュ・フロー、割引率等について仮定を設

定しております。これらの仮定については、経営者の最善の見積りと判断によ

り決定しておりますが、将来の不確実な経済条件の変動の結果によって影響を

受ける可能性があり、見直しが必要となった場合、連結計算書類に重要な影響

を与える可能性があります。

(2) 開発費の資産化

①　連結財政状態計算書に計上した金額

　研究開発支出 2,128,895千円　（無形資産に含まれる）

②　その他の情報

　当社グループは、一部の開発費については無形資産を完成させる技術上の

実行可能性が高まったことから資産化の要件を満たすと判断し、無形資産に

計上しております。
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１．資産から直接控除した貸倒引当金

営業債権及びその他の債権 16,788千円

商品 218,530千円

製品 949,708千円

仕掛品 677,517千円

原材料及び貯蔵品 484,866千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 2,841,983千円

株式の種類
当連結会計
年度期首

増　加 減　少
当連結会計
年度末

普通株式（株） 47,487,843 2,369,400 － 49,857,243

連結財政状態計算書に関する注記

２．棚卸資産の内訳

上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

連結持分変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

(注)普通株式の株式数の増加は、新株予約権の行使によるものであります。

２．新株予約権に関する事項

　2023年12月31日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないもの

を除く）の目的となる株式の種類及び数

普通株式　　　　　　　　　　1,330,500株

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、必要資金を自己資金及び借入金で賄っております。一時的

な余剰資金は安全性の高い金融資産で運用しており、投機的な取引は行わない

方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されており

ます。当該リスクについては、当社の社内規程に則り、取引先毎の債権期日管

理及び残高管理等を行っております。

　営業債務である買掛金及び未払金等は、１年以内の支払期日であります。な

お、外貨建営業債権債務等は、報告期間末日の為替レートを用いて機能通貨に
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連結財政状態計算書
計上額

公正価値 差額

①その他の金融資産（非流動資産） 3,793,224 3,791,479 1,744

②営業債権及びその他の債権 3,973,476 3,973,476 －

③その他の金融資産（流動資産） 1,577,274 1,577,274 －

④現金及び現金同等物 21,633,028 21,633,028 －

⑤営業債務及びその他の債務 2,064,776 2,064,776 －

⑥借入金（流動負債） 1,300,000 1,300,000 －

⑦1年内返済予定の長期借入金
　（流動負債）

400,000 400,000 －

⑧借入金（非流動負債） 1,600,000 1,600,000 －

⑨その他の金融負債（流動負債） 49,010 49,010 －

⑩その他の金融負債（非流動負債） 15,139,232 15,139,232 －

換算替えすることに伴う、為替相場の変動リスクに晒されております。

　借入金（流動負債）は、外貨建により主に営業取引に係る運転資金の調達を

目的としており、変動金利であるため金利変動リスクに晒されております。

　変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されており、また外貨建である

ため為替の変動リスクに晒されておりますが、当社では、適時に資金繰り計画

等を作成・更新すること、及び経済情勢や金融情勢を注視し、金利動向及び為

替動向に応じた資金調達を実施することでリスク管理を行っております。

２．金融商品の公正価値等に関する事項

　2023年12月31日における連結財政状態計算書計上額、公正価値及びこれらの差額

については、次のとおりであります。
（単位：千円）

（注）金融商品の公正価値の算定方法に関する事項

（1）①その他の金融資産（非流動資産）

　その他の金融資産（非流動資産）は主に非上場会社の持分と長期性預

金であります。

　非上場会社の持分は、外部専門家による公正価値の評価額により見積

もっております。

　長期性預金は、当初認識公正価値と実効金利による償却原価及び取引

価格に差異がなく、公正価値は帳簿価額に近似しております。

（2）②営業債権及びその他の債権、③その他の金融資産（流動資産）、④現

金及び現金同等物、⑤営業債務及びその他の債務、⑥借入金（流動負

債）、及び⑨その他の金融負債（流動負債）

－ 14 －



医薬品事業 医療機器事業 合計

日本 5,827,458 193,811 6,021,269

中国 17,123,029 － 17,123,029

米国 25,714 2,840,558 2,866,272

合計 22,976,201 3,034,369 26,010,571

顧客との契約から認識
した収益

22,976,201 3,034,369 26,010,571

　これらは短期間で決済されるため、公正価値は連結財政状態計算書計

上額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（3）⑦1年内返済予定の長期借入金（流動負債）、及び⑧借入金（非流動負

債）は、変動金利による借入金であり、一定期間毎の金利の変動につい

て、更改期間が通常の期間を超えないことから公正価値は帳簿価額に近

似しております。

（4）⑩その他の金融負債（非流動負債）は、負債性金融商品と定義される優

先株式残高を計上しております。公正価値は、優先株式額面価額を契約

に基づく利率で割り引いて算定する方法により見積っており、帳簿価格

は公正価値で計上しております。なお、公正価値の測定には、10％の割

引率を使用しております。

収益認識に関する注記

　当社グループは、医薬品事業及び医療機器事業を基本にして組織が構成されてお

り、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に

検討を行う対象としていることから、これらの事業で計上する収益を売上収益として

表示しております。また、売上収益は顧客の所在地に基づき地域別に分類していま

す。これらの分解した売上収益と各報告セグメントの売上収益との関連は以下のとお

りであります。

（単位：千円）

（1）医薬品事業

　医薬品事業では、医薬品の研究開発、製造、販売及び受託研究等を行っており、

国内外の卸売業者、医療機関、研究機関等を主な顧客としております。

　①医薬品事業における製品の販売については、製品の支配が顧客に移転したと

き、すなわち製品を顧客に引き渡した時点で、顧客に製品の法的所有権、物理的占

有、製品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が移転し、顧客から支払いを受け

る権利を得るため、その時点で収益を認識しております。

　②医薬品事業における受託研究については、研究成果を顧客に引き渡した時点

で、顧客は研究成果の内容を活用することができ、支配が顧客に移転したと考えら
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れることから、その時点で収益を認識しております。

　③ライセンス契約に基づく収益は、関連する履行義務の内容に応じて、一時点又

は一定の期間にわたり 認識しております。

　これらの製品の販売及び受託研究による収益は、顧客との契約に係る取引価額で

測定しております。

　また、製品の販売契約における対価は、顧客へ製品を引き渡した時点から主とし

て３か月以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

（2）医療機器事業

　医療機器事業では、生体材料を含む医療機器の研究開発、製造及び販売を行って

おり、国内外の卸売業者、医療機関等を主な顧客としております。

　医療機器事業における製品の販売については、製品の支配が顧客に移転したと

き、すなわち製品を顧客に引き渡した時点で、顧客に製品の法的所有権、物理的占

有、製品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が移転し、顧客から支払いを受け

る権利を得るため、その時点で収益を認識しております。

　これらの製品の販売による収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しており

ます。

　また、製品の販売契約における対価は、顧客へ製品を引き渡した時点から主とし

て１年以内に受領しており、重大な金融要素等は含んでおりません。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり親会社所有者帰属持分       678円01銭

２．基本的１株当たり当期利益               169円50銭

３．希薄化後１株当たり当期利益           165円56銭
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重要な後発事象に関する注記

　連結子会社GNI USA, Inc.に対する債権のGyre Therapeutics, Inc.株式による回収

(1）取引の概要

　当社グループでは当社の連結子会社GNI USA, Inc.（以下GNI USA）を通じて

Berkeley Advanced Biomaterials LLCやCullgen Inc.へ投資しており、それらの投資

に当たり、当社からGNI USAへ2015年に7百万米ドル（内3.9百万米ドルが2023年12月

末時点で未回収）、2017年に35百万米ドルの貸付を行いました。

　当社は、2024年２月２日にGNI USAが保有するGyre Therapeutics, Inc.の普通株式

を対価とする返済を受け、当該外貨建貸付金及び未収利息のすべてを回収しました。

(2）取得した株式の総数

①　取得日　　　　　　　　2024年２月２日

②　取得した株式の総数　　3,958,739株（１株当たり12.37米ドル、2024年１月31

日終値）

(3）業績影響

　資本として計上していた為替変動による影響額は、当該外貨建貸付金及び未収利息

の回収に伴って純損益として認識されるため、2024年12月期連結業績に対して約17億

円の利益が計上される見込みです。

－ 17 －



個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

関係会社出資金・関係会社株式

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　　　　　15年

工具、器具及び備品　　２年～６年

(2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸し倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　株式交付費については、支出時に全額費用として処理をしております。

５．会計方針の変更に関する注記

　該当事項はありません。

６．会計上の見積りに関する注記

(1) 関係会社株式及び関係会社出資金の評価

関係会社株式　  12,582,329千円

関係会社出資金　8,399,857千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　関係会社株式及び関係会社出資金の評価に関して、財政状態の悪化により実質

価額が著しく低下した場合は、回復可能性を考慮した上で、減損処理を実施して

おります。当該評価における回復可能性及び実質価額における超過収益力等の判

定は、対象会社の経営計画に基づいております。当該見積は将来の不確実な経済

条件の影響を受けるため、翌事業年度の計算書類に計上される関係会社株式及び

関係会社出資金の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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（1）有形固定資産の減価償却累計額 37,076千円

（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 794,732千円

長期金銭債権 8,669,957千円

短期金銭債務 8,068,698千円

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 400,000千円

600,000千円

営業取引による取引高

売上高 －千円

仕入高 19,111千円

株式の種類 当事業年度期首 増　加 減　少 当事業年度末

普通株式（株） 1,391 12,135 － 13,526

７．貸借対照表に関する注記

（3）貸出コミットメント契約

８．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

９．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び総数に関する事項
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会社名
議決権等の
所有割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

上海ジェノミ
クステクノロ
ジー有限公司

所有
　間接

80.00％
－ 試薬販売 19,111 買掛金 8,988

上海リーフ国
際貿易有限公
司

所有
　間接

80.00％
－

代理購入
(注)1

－ 未収入金 9,994

商品の販売
(注)1

－ 売掛金 361,914

北京コンチネ
ント薬業有限
公司

所有
　間接
　55.57％

役員の兼任 代理購入 － 未収入金 14,975

GNI Hong 
Kong Limited

所有
　直接
　74.45％
　間接
　25.55％

役員の兼任

関連会社株式譲受 8,059,709 未払金 8,059,709

経費立替 582 未収入金 582

Berkeley 
Advanced 
Biomaterials      
Inc.

所有
　直接
100.00％

役員の兼任

資金の貸付 2,000,000 長期貸付金 2,000,000

資金調達費 55,000
未収入金 68,410

受取利息 13,410

GNI USA,
Inc.

所有
　直接
　98.86％
　間接

1.14％

役員の兼任
資金の貸付

(注)2
－ 長期貸付金 6,669,957

10．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は、現物出資差額、貸倒引当金繰入額などの否

認でありますが、その金額について評価性引当金を計上しております。

11．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社等

（注）1. 代理購入取引は、当社が上海リーフ国際貿易有限公司の代理で日本国内で商品の購入を行
ったものであります。また、商品の販売については、双方協議の上決定した取引条件によ
り行っております。

（注）2. 取引条件及び取引条件の決定方針等
GNI USA,Inc.への貸倒懸念債権について、5,518,977千円の貸倒引当金を計上しておりま
す。また、同社に対する貸倒懸念債権について利息の計上を停止しております。
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会社等の名
称又は氏名

議決権等の
被所有割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

イン･ルオ
被所有
直接2.90％

取締役・
代表執行役社長

兼CEO

資金の回収 4,743 短期貸付金 －

受取利息 51 未収入金 －

(1) １株当たり純資産額 355円54銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △21円92銭

(2) 役員等

12．１株当たり情報に関する注記

13．重要な後発事象に関する注記

　子会社GNI USA, Inc.に対する債権のGyre Therapeutics, Inc.株式による回収

(1）取引の概要

　当社は当社の子会社GNI USA, Inc.（以下GNI USA）を通じてBerkeley 

Advanced Biomaterials LLCやCullgen Inc.へ投資しており、それらの投資に

当たり、当社からGNI USAへ2015年に7百万米ドル（内3.9百万米ドルが2023年

12月末時点で未回収）、2017年に35百万米ドルの貸付を行いました。

　当社は、2024年２月２日にGNI USAが保有するGyre Therapeutics, Inc.の普

通株式を対価とする返済を受け、外貨建貸付金及びその未収利息のすべてを回

収しました。

(2）取得した株式の総数

①　取得日　　　　　　　　2024年２月２日

②　取得した株式の総数　　3,958,739株（1株当たり12.37米ドル、2024年１

月31日終値）

(3）業績影響

　GNI USAに対する外貨建貸付金及び未収利息に対して全額貸倒引当金を計上

していましたが、当該外貨建貸付金及び未収利息の回収により貸倒引当金が戻

入れられること等から、2024年12月期業績に対して約71億円の利益が計上され

る見込みです。
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